
空き家活用ワーキンググループ（第５回）

2026年２月６日
愛知県自治センター 602会議室

愛知県・市町村人口問題対策検討会議

愛知県建築局公共建築部住宅計画課、建築指導課
愛知県総務局総務部市町村課地域振興室
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1 2025年度活動報告
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検討の方向性①

空き家の改修等
の支援

検討の方向性②

空き家の所有者
と移住希望者の
マッチング支援

検討の方向性③

特措法に基づく空き
家の利活用の促進

○ 空家等対策推進事業費補助金（うち民間空家住
宅等改修費補助事業）

空家等対策推進事業費補助金の移住・定住者向け改修への
活用支援

○ あいち空き家活用広域マッチングプラットフォー
ム（新規）

移住希望者等が、市町村を限定せず広域で空き家を探せる、
専門家と連携した相談窓口を設置

○ 愛知の住みやすさ発信事業費（うち移住・定住
促進加速化事業（新規））

「愛知県移住・定住ポータルサイト」の掲載情報充実や利便性
向上を図るリニューアル

○ 市街化調整区域における空家等活用促進区域
の設定等について、各市町村それぞれの実情
や課題を踏まえ、市町村と共に検討

市町村から
の課題

検討の方向性 市町村を支援するための県の取組（2025年度）

老朽化

市街化調整
区域

マッチング

空き家情報

空き家バンク

家財処分

利活用

農地処分

地域意識
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2025年度取組 取組結果

○ 対象施設：空き家住宅、空き建築物又は空家住宅等

○ 条 件：ア）増改築等の後の建築物が地域活性化※のための計画的利用に供されるもの

イ）アの用途として10 年以上活用されるもの

○ 補助額等：対象事業費の1/6 以内かつ市町村補助額1/4 以内（上限500 千円）

事業者 1/3
市町村 1/6

国 1/3
県 1/6

※空家等対策計画に位置付けることで補助対象となる空き家の活用用途の例
地域活性化に向けた移住定住促進のため、空き家を『移住・定住を促進するための（賃貸）住宅』として活用

■ 愛知県空家等対策推進事業費補助金（うち民間空家住宅等改修費補助事業）

○ 改修補助制度創設自治体数の増加

○ 改修補助実施自治体数の増加
（2市→7市3町）

○ 補助制度の創設を市町村に働きかけ

○ 補助制度に関して市町村の個別相談に対応

１ 2025年度活動報告

名古屋市、大府市、田原市、大口町、扶桑町、南知多町総合支援
豊田市、蒲郡市、常滑市、新城市再生等推進

【2025年度 実施市町（2026年2月6日時点）】

※細字は昨年度実施市町村
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○ 県が広域で移住希望者等と市町村（空き家所有者）とのマッチングを実施

○ 従来の空き家所有者からではなく、空き家を利用したい移住希望者等の申出から開始

○ 移住希望者等からの申出や質問に対して、一括して対応する相談窓口を設置
① 専門家と連携して、移住希望者等の相談に対応する
② 移住希望者等の希望条件に合う市町村に情報提供するとともに、希望条件を公開する

○ 空き家所有者からの相談は引き続き市町村が対応

○ 「愛知県移住・定住ポータルサイト」や「移住相談窓口（東京都千代田区有楽町：ふるさと回帰支援
センター内）」でも周知・案内し、利用を促進

【イメージ図】 株式会社On-Co（R7.8.27契約）

■ あいち空き家活用広域マッチングプラットフォーム（2025年度取組）

１ 2025年度活動報告 6



○ マッチング希望者数：16名（2026年2月6日時点）

○ 相談事例：建物利用について→用途変更や衛生基準の確認が必要となる可能性があることを助言
資金調達について→事業計画書や決算書等が融資で必要となることを助言 等

【ウェブサイト】

■ あいち空き家活用広域マッチングプラットフォーム（取組結果）
１ 2025年度活動報告

【マッチング希望者ページ】
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○ 「住まい」を含めたカテゴリごとに、移住希望者に向けた県の支援情報の概要をまとめたページを新
たに作成し、移住希望者が愛知県にどのような支援策があるかを容易に把握・情報収集できるよう、
リニューアルを行った。

○ 前掲のウェブサイト「あいち空き家活用さかさま相談室」のリンクを設け、周知を図っている。

（１）県の支援情報に関する掲載情報の充実

■ 「愛知県移住・定住ポータルサイト」のリニューアル（2026.1.23公開）
１ 2025年度活動報告

【トップページ】 【サブページ（住まい）】
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○ 移住希望者に向けた各市町村の支援情報を集約し、カテゴリ別・支援内容別で検索できる機能を
新設し、移住希望者が県内各市町村にどのような支援策があるかを容易に把握・比較検討できる
よう、リニューアルを行った。

（２）市町村の支援情報に関する利便性の向上

■ 「愛知県移住・定住ポータルサイト」のリニューアル（2026.1.23公開）
１ 2025年度活動報告

【検索画面】 【検索結果（住まい）】 ※コアメンバー11市町村で検索したものの一部を抜粋
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取組結果2025年度取組

○ 市町村が重点的に空家等の活用を図るエリアを「空家等活用促進区域」として定め、区域内で空家
等の所有者等への要請や、規制の合理化等を措置することが可能

○ 本県は、市街化調整区域における空家等活用促進区域内の空き家を誘導用途に用途変更する場合に対
応するため、愛知県開発審査会基準第１６号を改正（2024年４月１日施行）

■ 市街化調整区域における空家等活用促進区域の設定等
1 2025年度活動報告

○ 新城市が2025年度内に設定（全国初）
○ 設定を予定している市町村の個別相談に対応

○ 以下の整理すべき事項の共有

空家等対策計画に関するガイドライン(愛知県)空家等活用促進区域の設定に係るガイドライン(国土交通省)検討事項

○地域ごとの空家に関する基本的なデータを整理
○地域ごとの空家等の活用に関する意向を把握

空家等の活用需要を的確に把握空家等に関
する実態把握

○関連計画の内容・方針を確認他法令による計画で定めるエリアや用途の考え方と整合都市計画等
との調和

○空家等の実態、市町村の政策課題等を踏ま
え、地域ごとのまちづくり課題を抽出

○抽出した課題に対して、空家等の活用によ
り求められる用途等を検討

○空家等の活用による経済的社会的活動の
促進効果を検証

具体的な数値基準はない（独自基準の設定）
課題解決のためになぜ空家等の活用が必要か
空家等の活用によりどのような効果が期待できるか
空家等を活用することで経済的社会的活動の促進に
つながるか

課題・方向
性の整理

○空家等の活用が特に必要な地域について、
空家等の活用目的を明確化

○法定計画や地域住民の意向等を基本に区
域・指針を検討

市街化調整区域の制度趣旨を損なわない観点から
区域・誘導用途を検討
経済的社会的活動を促進する上で必要な用途を設定

区域・指針
の検討
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2 2026年度取組
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2-1 県の2026年度取組
■ 移住希望者の住まいの確保に向けた空き家の活用【建築局、総務局】

空家等対策推進事業費補助金
（うち民間空家住宅等改修費補助事業）

あいち空き家活用広域
マッチングプラットフォーム運営費

市街化調整区域における空家等活用
促進区域の設定等

○ 交付金支給要件の「10
年以上の活用」が厳しい

○ 周知が不十分である

○ 空き家情報の掘り起こし
ができていない

○ どのような協議が必要と
なるのかわからない

○ 他自治体の事例が不足
している

○ 県補助は国補助を要件として
おり、活用期間は国の補助要
件であるため、課題を国と共有
する

○ 今年度作成したリーフレットや
動画を活用して周知を行う

○ 掲載者情報を見た空き家所有
者から情報が来るよう市町村
と連携して働きかける

○ 愛知県空き家対策担当者連絡
会議等で協議内容や他自治体
事例の共有など、引き続き市
町村を支援する

愛知の住みやすさ発信事業費
（うち移住・定住促進加速化事業）

○ 定期的な記事の発信、
拡散が必要である

○ ポータルサイトの周知が
十分にできるか

○ リンク先が体系的でない

○ 移住イベントの掲載など、積極
的に情報発信を行う

○ SNS等を活用した周知広告を
引き続き配信していく

○ 移住希望者のニーズに合わせ、
掲載情報を定期的に更新する

2025年度取組施策 顕在化した課題 2026年度取組
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2-2 市町村の2026年度取組
■コアメンバー

2026年度 移住希望者の住まいの確保に向けた空き家の利活用促進（空き家バンクを除く）市町村名
○中山間地域活性化業務（移住相談窓口運営、事業協力者報償金）
○空き家改修事業費補助金（地域コミュニティ維持・再生等）【上限50万円】

岡崎市

○山村地域等空き家再生事業補助金（空き家の改修に必要な経費の一部を補助）【上限100万円（国庫補助対象は150万円）】
○空き家情報バンク登録促進事業補助金（空き家にある家財道具の運搬及び処分に要する費用の一部を補助）【上限20万円】
○山村地域等空き家活用支援事業（空き家活用希望者への事業相談から事業実施に係る包括的な伴走支援等）
○住まい相談総合支援事業（市民の住生活に係るワンストップサービス）

豊田市

○空き家改修事業補助（空き家の改修に必要な経費の一部を補助）【上限30万円（10万円加算あり）】新城市
○空き家改修費補助事業（空き家の改修に必要な経費の一部を補助）【上限50万円（10万円加算あり）】
○空き家片付け費補助事業（空き家に残存する家財道具等の処分のため事業者へ支払う費用の一部を補助）【上限10万円】
○空き家手続き費補助事業（土地及び建物の登記・都市計画法の手続きに要する費用の一部を補助）【上限10万円】

田原市

○出前講座における啓発（空き家に関する出前講座の実施）
○おくやみ手続きにおける啓発（空き家活用について「おくやみハンドブック」に掲載）

愛西市

○空家バンク登録促進補助（空き家の清掃・荷物撤去等に要する費用を補助）【上限5万円】
○空き家改修費補助（居住の用に供する空き家の改修工事に要した経費の一部を補助）【上限30万円】

南知多町

○空き家情報登録制度補助金（空家バンク登録物件の改修費用の一部を補助）【上限40万円】
○新築及び中古住宅取得費補助金（新築及び中古住宅の取得費の一部を補助）【中古（空家バンク登録物件）：上限40万円】

※空家バンク登録物件は改修費用、取得費のどちらか一方のみ利用可能
○「空き家の手引き」配布事業（空き家の管理についての情報をまとめた冊子の配布）

美浜町

○住宅リフォーム事業補助金（既存住宅の性能維持等・省エネリフォームに要する費用を補助）【上限10万円（最大50万円）】
○空家・空店舗家財道具等処分補助金（購入又は賃貸借する空家等に残る家財道具等の処分費用の一部を補助）【上限10万円】
○空家・空店舗家財道具等処分補助金（空家バンク登録物件の片付けにかかる費用の一部を補助）【上限10万円】

設楽町

○空き家活用支援補助金（空き家改修工事費及び家財等処分費の一部を補助）【上限30万円（5万円(最大20万円)加算あり】東栄町
○空き家活用等支援補助金（空き家を改修、家財運搬等に必要な経費の一部を補助）【上限25万円】豊根村

※ 市町村へのアンケート調査結果にて回答のあった市町村のみ掲載。ただし、2026年度新規事業のうちWG開催日時点で「公表不可」とされたものを除く。
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■オブザーバー
2026年度 移住希望者の住まいの確保に向けた空き家の利活用促進（空き家バンクを除く）市町村名

○空き家付き土地の購入に対する補助金（空き家付き土地を購入して居住する際に購入費等の一部を補助）【上限50万円】
○空き家地域貢献活用事業補助金（地域貢献事業として活用する空き家の改修費の一部を補助）【上限50万円】
○空き家残置物撤去補助金（空き家の残置物撤去に関する費用の一部を補助）【上限10万円】
○既存住宅状況調査（インスペクション）補助金（空き家のインスペクション費用の一部を補助）【上限5万円】

春日井市

○空家バンク利活用費補助金（空き家バンク登録物件の改修費や家財処分費の一部補助）【上限50万円（家財処分は10万円）】豊川市
○リノベーション工事補助金（空き家の改修工事費等の一部を補助）

市内在住者【上限40万円（10万円加算あり）】、移住者【上限200万円】
○家財処分補助金（空き家の家財処分費の一部を補助）【上限10万円】

蒲郡市

○空家利活用改修費補助金（空き家の改修に必要な経費の一部を補助）【上限50万円（国庫補助対象は100万円）】常滑市
○定住促進奨励金（三世代同居: 基礎額40万円、三世代近居: 基礎額10万円、市内就業者新生活応援: 基礎額10万円）

（上記３タイプで中古住宅を購入又はリフォームをした場合は10万円加算、更に婚姻3年目までの新婚世帯は10万円加算
なお、現金給付ではなく「こまきプレミアム商品券（贈答用）」にて支援。2025年5月1日以降の契約が対象）

小牧市

○空家改修費補助（空家の改修工事費の一部を補助）【上限30万円（10万円加算あり）】大府市
○空き家活用事業補助金（空き家の取得又はリフォームに係る費用の一部を補助）【上限10万円〜60万円】みよし市
○空き家活用改修費補助金（空き家バンク登録物件を利活用する際に改修費の一部を補助）【上限40万円】
○在勤者定住支援補助金（在勤者が町内に居住する住宅の取得費の一部を補助）【上限20万円（80万円加算あり）】
○無料空家相談会

大口町

○さかだちバンク東浦町
※ 市町村へのアンケート調査結果にて回答のあった市町村のみ掲載。ただし、2026年度新規事業のうちWG開催日時点で「公表不可」とされたものを除く。
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3 県内外の特徴的な取組事例
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■ 豊田市の事例
○ 子育て世代を対象とした、空き家活用・移住促進のための空き家見学ツアー

出典：豊田市Webページ https://www.city.toyota.aichi.jp/kurashi/sumai/teiju/1071766.html

3−1 県内の特徴的な取組事例

概要
• 子育て世代が気になる「学校生活」や「田舎
での暮らし」について、小学校や空き家等、
現地を見学し不安を解消するツアー

• 「学校生活」については、地元小学校の授業
見学、保護者や子どもたちとの座談会を実施

• 「田舎での暮らし」については、地域の方の
案内による空き家見学、地域の概要や子育て
環境の説明、子どもたちによる地域の紹介な
どを実施

旭地区
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■ 秋田県男鹿市の事例
3−2 県外の特徴的な取組事例

出典：郵便局Webページ https://www.post.japanpost.jp/notification/pressrelease/2025/02_tohoku/0916_01.html
写真提供：日本郵便株式会社東北支社

○ 「空き家調査業務」を郵便局に委託

概要
• 空き家の増加による不動産資産の効率低下と

災害・治安の悪化という地域の社会課題に対
して、郵便局が有するネットワークを活用し
た「空き家調査業務」を委託

• 配達地域内の状況に精通している郵便集配業
務担当者が、指定された地域内の建築物を確
認し、空き家と思われるものを発見した場合、
予め指定された調査項目を基に、タブレット
端末を用いて状況入力、外観撮影し、男鹿市
へ報告

• 日常的に地域を見ている郵便集配業務担当者
が調査することから、建物の状態が悪くなる
前に空き家を把握することができるようにな
るため、除却ではなく活用等が可能

• 調査予定期間
2025年9月 〜 2026年3月
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■ 和歌山県橋本市の事例
3−2 県外の特徴的な取組事例

出典：空き家の会「空家再生インフルエンサー養成講座 at和歌山県橋本市」 https://www.youtube.com/watch?v=9-CRxdzbnAg
小春のねどこ「みなさんへ大事なお知らせ」 https://www.youtube.com/shorts/oyI9Kj-8Hoo
小春のねどこ「古民家リノベや民泊経営をするオーナーの1日」 https://www.youtube.com/watch?v=uHewyluLRSI

○ 他者の空き家再生のきっかけとなるような「空家再生インフルエンサー」の養成・助成

概要
• 空き家の「再生」を促進するため、「空き家

の再生」に関する講座等を開催するとともに
助成制度を創設

• 空き家の活用、リノベーション等に関する座
学、現地視察、DIY体験のほか、
YouTubeやInstagram等のSNSの活用等を
含む講座を実施

• 自らが空き家を再生させるだけでなく、その
過程を積極的にSNSで配信するなど、他者の
空き家再生のきっかけとなるような配信を効
果的に行う「空家再生インフルエンサー」を
養成

• 空き家改修の過程及び再生後の事業状況の定
期的なSNS配信やDIY体験会等を実施し、他
者の空き家再生のきっかけを提供する等を交
付要件とする空き家の改修費用の助成制度を
創設
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■ 埼玉県内８市町の事例
3−2 県外の特徴的な取組事例

出典：国土交通省空き家対策モデル事業Webページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/akiya-model/pdf/241027.pdf

○ 「空き家予備軍」にDMやアンケート調査等を実施し空き家の抑制を推進

概要
• 水道使用量等の自治体保有データを活用して
エリア別の空き家発生予測を実施し、地域単
位での結果集計、ヒートマップ等を生成

• 発生予測等をもとに「空き家予備群」に対し
て、直接「自治体からの挨拶状」、「住まい
の将来を考える啓発ツール（空き家が放置さ
れることによる弊害やエピソード、相談窓口
等を記載）」、「ニーズ調査アンケート（現
在の準備状況や相談意向等）」を約16,000通
送付し、放置空き家を生まないための行動を
促進

• 住まいの将来に関する相談（遺言の作成等）
意向がある住民に対し、地域金融機関と連携
して相談対応

• ８自治体合計で約800件（発送数の約５％）
の個別相談希望があり、空き家発生抑制に関
する意識醸成や具体的な対策に貢献
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4 2026年度スケジュール案
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県・市町村が連携し取組を推進

○ WGを年２回開催し、県及び市町村の取組について進捗状況を共有

○ 特徴的な事例を共有するとともに、新たな課題が顕在化した場合は必要な対策を検討

■ 2026年度のWG開催予定

2026年度2025年度2024年度

○

第
２
回
対
策
検
討
会
議

(3/28)

●

第
３
回
W
G

(2/17)

●

第
４
回
W
G

(9/8)

●

第
２
回
W
G

(8/30)

●

第
１
回
W
G

(6/28)

(年度末)

●

W
G

○

第
１
回
対
策
検
討
会
議

(5/17)

＜WG＞

• 県及び市町村の取組の進捗状況共有
• 特徴的な事例共有
• 顕在化した課題の対策検討 など

○

対
策
検
討
会
議

4 2026年度スケジュール案

(2/6)

●

第
５
回
W
G

○

第
３
回
対
策
検
討
会
議

(夏頃)

●

W
G

(年度末)

21


